
議会運営委員会行政視察概要  

 

１ 視察月日  令和７年７月２８日（月）～２９日（火）  

 

２ 視察先及び視察事項  

（１）大阪府  

① 議会の構成について  

② 議会の役職等について  

③ 本会議の質疑・質問等について  

④ 討論について  

⑤ 議会運営委員会について  

⑥ 予算審査（特別委員会）について  

⑦ 決算審査（特別委員会）について  

⑧ その他の特別委員会について  

⑨ 常任委員会について  

⑩ 請願・陳情の取扱いについて  

⑪ オンライン委員会の運用について  

⑫ 電子表決システムの使用状況について  

⑬ オンライン請願・陳情について  

⑭ 議会手続のデジタル化について  

⑮ タブレット端末の活用状況について  

 

（２）福井県  

① 議会の構成について  

② 議会の役職等について  

③ 本会議の質疑・質問等について  

④ 討論について  

⑤ 議会運営委員会について  

⑥ 予算審査（特別委員会）について  

⑦ 決算審査（特別委員会）について  

⑧ その他の特別委員会について  

⑨ 常任委員会について  

⑩ 請願・陳情の取扱いについて  

⑪ オンライン委員会の運用について  

⑫ 電子表決システムの使用状況について  

⑬ オンライン請願・陳情について  

⑭ 議会手続のデジタル化について  

⑮ タブレット端末の活用状況について  



３ 視察委員  

委  員  長 末 永   直  

副委員長 押 本 吉 司  

委  員 野 田 雅 之  

同     山 田 瑛 理  

同     加 藤 孝 明  

同     木 庭 理香子  

同     押 本 吉 司  

同     林   敏 夫  

同     田 村 伸一郎  

同     河 野 ゆかり  

同     川 島 雅 裕  

同     宗 田 裕 之  

同     井 口 真 美    

同     重 冨 達 也  

 

 

 

 



４ 視察概要―① 

（１） 視察先  大阪府 

 

（２） 視察月日 ７月２８日（月） 

 

（３） 対応者  議会事務局議事課課長補佐  

議会事務局議事課総括補佐  

議会事務局総務課総括補佐  

 

（４） 調査項目 議会運営全般について               ①～⑩ 

         オンラインによる議会手続及び委員会運営等について ⑪～⑮ 

 

①   議会の構成について 

  ア 条例定数     ７９人（現員７８人） 

イ 会派所属議員数（令和７年５月１日現在） 

大阪維新の会大阪府議会議員団  ５１人 

公明党大阪府議会議員団     １４人 

自由民主党大阪府議会議員団     ６人 

民主ネット大阪府議会議員団    ２人 

日本共産党大阪府議会議員団     １人 

大阪なにわの和          １人 

おおさか未来プロジェクト     １人 

せっつ府民の会          １人 

無所属              １人 

 

② 議会の役職等について 

ア 正副議長の選出方法 

慣例により正副議長の任期は１年となっており、年度当初の議会構成委員

会（改選年度は議会運営協議会）で各交渉会派（所属議員５人以上の会派）

から意向聴取の上、協議・調整を行っている。 

候補者が１人の場合は、指名推選によることとし、候補者が２人以上の場

合は、投票による選挙を行っている。近年、正副議長の選挙は指名推選によ

り行っているが、令和７年度の副議長選挙では、候補者が２人となったこと

から、１０年ぶりに投票による選挙を行った。 

イ 議選監査委員の選出方法 

該当なし（監査委員は、府議会議員のうちから選任しない「大阪府監査委

員条例第３条」）。 

ウ 常任委員会の正副委員長の選出方法 



議会構成委員会において、各会派の所属議員数に応じて、割当てを決定し

ている。 

 

③ 本会議の質疑・質問等について 

ア 形態及び発言時間、回数制限、質問残時間の把握方法 

（ア）代表質問・質疑 

・議案に対する質疑にあわせて府政一般に関する質問を行っている。 

・毎年、９月定例会及び２月定例会に実施している。 

・質問を行う会派は交渉会派（所属議員５人以上の会派）とし、質問順

位は多数会派順としている。 

・質問は、１日１会派としている。（Ｒ６年度はそれぞれ３日間） 

・質問時間は、会派の基本持ち時間を５０分とし、所属議員数１人当た

り１分を乗じた時間数を基本時間に加算した時間を、各会派の質問持

ち時間としている。ただし、端数は５分単位の二捨三入としている。 

・回数の制限は設けていない。 

・質問の方法に特段の定めはないが、一問一答方式によることが多い。 

・質問残時間については、議場正面、議長席及び演壇に設置の発言残時

間表示計にて表示し、時間を超過した場合は、議長より注意を行って

いる。 

（イ）一般質問 

  ・議案に対する質疑にあわせて府政一般に関する質問を行っている。 

・毎定例会で３日間実施している。 

・質問機会は任期中１人４回は質問できることを基本とし、各年度にお

いて全ての議員が質問できる機会を確保している。（各定例会２０人程

度の議員が質問） 

・質問時間は再質問を含め１人１５分とし、答弁時間と合わせて概ね３

０分以内としている。 

・回数の制限、質問の方法、質問残時間の把握方法等については、代表

質問と同様。 

イ 通告方法について  

（ア）代表質問・質疑 

質問日の２日前（府の休日を除く）の午後１時までに、発言通告書を議

長に提出することとしている。発言通告書には、発言の要旨（質問項目と

その内容）と答弁を求める者を記載する。 

（イ）一般質問 

代表質問と同様。 

 

 



④ 討論について 

ア 通告方法について 

議会運営委員会において、口頭により通告することとしている。 

イ 全会派が賛成または反対している案件についての討論の可否 

討論を行うことができる。 

 

⑤ 議会運営委員会について 

ア 定  数  １２人（大阪維新の会９人、公明党２人、自民党１人） 

イ 任  期  １年 

ウ 設置根拠  大阪府議会議会運営委員会条例 

エ 選出方法  （委員）５人以上の議員で構成された各交渉会派から推薦す

る委員は概ね１０人とし、各交渉会派の所属議員数の比率

により割り当てる。その際、各交渉会派の議員が必ず１人

以上となるように配慮する。 

（委員長）委員長には議長、副委員長には副議長をもって充

てる 

オ 開催時期  ①招集告示日（定例会・臨時会開会日の７日前） 

②定例会・臨時会開会日 

③一般質問最終日 

④定例会・臨時会閉会日 

⑤その他必要に応じて開催 

カ 協議事項  ①定例会・臨時会の招集、提出予定議案の説明聴取、定例会・

臨時会の運営（会期、会議日程、質問者数、質問順位等） 

②当日の議事進行、質問予定議員等 

③議案の委員会付託、当日の議事進行等 

④討論、採決、議運調査事件の取扱い、当日の議事進行、次

期定例会の会議日程等 

     キ 協議事項の決定方法 

 原則として全会派一致により決定 

ク 請願・陳情の付託、審査状況（今期での付託件数及び件名） 

        ①請願 なし 

        ②陳情 陳情の付託及び審査は行っていない。 

（受理した陳情は、所管の委員会の委員等に送付の

み行っており、議会運営委員へ送付したのは２件） 

 

⑥ 予算審査（特別委員会）について 

特別委員会は設置せず、常任委員会に分割付託し、他の議案と併せて審査を行

っている。 



⑦ 決算審査（特別委員会）について 

特別委員会は設置していない。 

決算報告は、９月定例会閉会日に上程されたのち、常任委員会に分割付託し、

１１月定例会において審査を行っている。 

※平成３０年までは、決算特別委員会を設置して審査していた。 

 

⑧ その他の特別委員会について  

ア 設置委員会  

特別委員会は、必要がある場合において議会の議決で置く。現在、２つの

特別委員会を置いている。  

・２０２５年大阪・関西万博推進特別委員会  

設置日：令和５年５月１９日  

目 的：２０２５年日本国際博覧会（大阪・関西万博）の成功に向け

て、効果的な推進方策の調査研究を行う。  

・基礎自治体の機能強化に関する調査特別委員会  

設置日：令和５年５月１９日  

目   的：急激な人口減少と高齢化が進む中、将来の基礎自治体のあり

方（府内市町村の基礎自治体の機能強化）について、幅広く

調査検討を行う。 

イ 正副委員長の選出方法 

議長が会議に諮って、それぞれの委員の中から選出する。 

ただし、閉会中においては、議長が選出することができる。 

ウ 審査方法 

  委員会の調査期限は８(1)の目的に掲げる調査が終了するまで議会の閉会

中も審査を行うことができる。事件の審査又は調査を終わったときは、報告

書を作成し、委員長から議長に提出するものとしている。 

 

⑨ 常任委員会について 

  以下の７委員会があり、定数は条例で各委員会１２人以内とし、議会の議決で

定める。 

ア 常任委員会数（現員）【定数】 

（ア）総 務 常 任 委 員 会（12 人）【12 人】 

（イ）教 育 常 任 委 員 会（12 人）【12 人】 

（ウ）警察危機管理常任委員会（11 人）【11 人】 

（エ）府民文化常任委員会（10 人）【11 人】 

（オ）健康福祉常任委員会（10 人）【10 人】 

（カ）環境産業労働常任委員会（12 人）【12 人】 

（キ）都市住宅常任委員会（11 人）【11 人】 



イ 令和６年度開催日数（閉会中の開催日数） 

（ア）総 務 常 任 委 員 会  ８日（０日） 

（イ）教 育 常 任 委 員 会  ６日（０日） 

（ウ）警察危機管理常任委員会  ５日（０日） 

（エ）府民文化常任委員会 １２日（４日） 

（オ）健康福祉常任委員会  ９日（１日） 

（カ）環境産業労働常任委員会  ９日（１日） 

（キ）都市住宅常任委員会  ７日（０日） 

ウ 閉会中の継続審査及び調査について（本会議での議決内容） 

     各委員会の調査事件については、「調査報告書」を本会議資料として議場配

付し、さらに閉会中継続調査とすることを定例会最終日の本会議において議

決する。 

  エ 請願・陳情の審査について 

  （ア）請願の審査における紹介議員の趣旨説明 

会議規則では委員会が必要と認めるときに、紹介議員に説明を求める

ことができるとの規定があり、昭和４８年２月定例会において１件事例

がある。  

（イ）請願・陳情の審査に当たっての提出者の意見陳述実施及びその方法  

意見陳述の機会は設けていないが、昭和４３年２月定例会において、

委員会の議事に先立ち、請願者から口頭陳情を受けた例が１件ある。 

     オ 傍聴者への資料提供について 

委員配付資料等を傍聴者へ配付している。 

ただし、議案書等は閲覧のみで配付していない。 

  

⑩ 請願・陳情について 

 ア 令和６年の受理件数 

   請願１３件 陳情４３件 

イ 令和６年の処理状況（６年受理分） 

       請願（採択２件、不採択１０件、一部採択１件） 

 陳情 議決は行っていない。 

ウ 請願と陳情の取扱いの差異 

請願は、委員会に付託し審査しており、委員会での審査終了後、「請願審査

報告書」により、委員会から議長に報告し、本会議資料として議場配付して

いる（委員長による口頭での報告は行っていない）。 

陳情は、所管の委員会の委員等に送付するが、委員会や本会議における採

択、不採択などの決定は行っていない。 

エ 付託の時期 

請願・陳情ともに開会中、閉会中を問わず受理しているが、請願について



は通常締切日を委員会付託日の３日前、付託は議案の付託日と同日としてい

る。また、特別委員会に付託する場合は議決による。 

オ 審査方法 

請願：委員会において、請願文の朗読、紹介議員や理事者からの説明は求

めておらず、議案とあわせて質疑を行ったのち、採択、不採択など

を決定し、「請願審査報告書」の提出をもって議長に報告している。

本会議においては、請願審査報告書の提出を経て、議題とし、同報

告書の配付をもって、委員長の口頭報告は省略したのち、採択、不

採択などを決定している。なお、採択された請願については、関係

する執行機関に送付し、その処理経過等の報告を請求している。 

陳情：議決は行っていない。 

カ 分割付託 

（ア）規定 

  大阪府議会会議規則第９０条第３項では「請願の内容が２以上の委員

会の所管に属する場合は、２以上の請願が提出されたものとみなし、そ

れぞれの委員会に付託する。」と規定している。 

     （イ）分割付託 

         請願の内容が２以上の委員会に属する場合、２以上の請願が提出され

たものとみなし、それぞれの委員会に分割付託している。請願が複数項

目ある場合は、項目ごとに分割付託している。 

     （ウ）採決 

         １つの委員会に付託された請願の内容が複数項目にわたるものについ

ては、項目別に採決する。 

     （エ）陳情の分割付託 

         陳情は委員会に付託していない。 

キ 個人情報の取扱い 

請願に関する個人情報については、請願文書表、会議録中の請願文書表及

び採択された請願のホームページ上のすべてで公表している。ホームページ

については、請願者の同意を得て掲載しており、これまでに同意を得られな

かった事例はない。 

 

⑪ オンライン委員会の運用について 

  ア 根拠規定等（条例・規則・要綱等） 

    ○大阪府議会委員会条例第 12 条の２（出席方法の特例） 

○大阪府議会オンラインによる委員会出席に関する運営要綱 

  イ 運用決定（変更）の協議体 

    議会運営委員会において、協議、調整を行う。 

  ウ 運用 



  （ア）開始（改正）時期 

令和２年５月   大阪府議会委員会条例改正（開会方法の特例） 

令和２年９月   大阪府議会オンラインによる委員会出席に関する運 

営要綱制定 

                           オンラインによる委員協議会の取扱い決定 

令和３年３月   代表者会議のオンライン出席可を決定 

令和３年５月   オンラインによる委員協議会の取扱い廃止 

                       オンラインによる委員協議会及び代表者会議に関す 

る申合せ事項制定 

令和４年 12 月    大阪府議会委員会条例改正（出席方法の特例） 

                           オンラインによる委員協議会及び代表者会議の出席 

に関する申合せ事項改正 

令和５年５月   委員会の質疑・質問に関する申合せ事項改正（参考 

人のオンライン出席） 

（イ）要件 

・委員会（委員）：重大な感染症のまん延防止措置の観点から又は大規  

模な災害等の発生等により、若しくは育児、介護等や

むを得ない事由により委員会の開会場所への参集が

困難な委員がある場合において、適切かつ効果的な委

員会の運営から特に必要と認めるとき 

・委員会（参考人）：なし 

・委員協議会、委員会代表者会議：なし 

  （ウ）実施対象会議 

・委員会（常任委員会、特別委員会、議会運営委員会） 

・委員会委員協議会、委員会代表者会議 

  （エ）利用方法（申請・承認） 

     ・委員会 

原則として、オンラインによる出席を希望する１日前（府の休日に当 

たる日は、日数に算入しない。）の午後５時までに、オンライン出席申請 

書を委員長に提出する。委員長は、当該委員の委員会室への参集が困難 

であると認めるときは、これを許可するものとする。この場合において、 

委員長は、あらかじめ副委員長及び各会派代表者（議会運営委員会にあ 

っては、理事。）の意見を聴くことができる。 

・委員協議会、代表者会議 

原則として、委員協議会又は代表者会議が開会される１日前（府の休 

日にあたる日は、日数に算入しない。）の午後５時までに、電子メール等 

により、オンライン出席する会議名、使用するメールアドレス及び連絡 

用の電話番号を議会事務局職員に連絡しなければならない。 



  （オ）正副委員長の利用・権限等 

委員長は、円滑な議事運営を確保する観点から、オンラインにより委

員会に出席することができない（副委員長は可）。また、委員会条例によ

る発言の禁止又は退場について、回線の遮断により、映像と音声の送受

信を停止する措置を講ずることができる。 

  エ 主な使用機器・アプリケーション等 

各常任委員会室用として、 

・Ｗｅｂ会議用端末機（ＰＣ） 

・ディスプレイ１台 

・Ｃｉｓｃｏ Ｗｅｂｅｘ Ｍｅｅｔｉｎｇｓライセンス 

・既存の委員会室映像・音響設備     

オ 障害が生じた際の対応 

    委員会においては、本人の映像と音声が確認できない場合、当該委員は出

席委員として認められない。 

不具合が生じた場合、次のとおり対応する。 

・オンライン出席者の質問時以外であれば、事務局職員において復旧作業

に努める。 

・質問中であれば、記録を止め、通信状況を確認した後、通信環境が回復

しなかった場合、質問委員に残りの質問を行うか確認の上、希望するな

ら質問順位を最後の順位として残りの質問を行う。委員協議会において

は、通信に不具合が生じたときは、原則として、議事を中断せず、続行

する。代表者会議においては、オンライン出席委員に対し、直ちに携帯

電話により、その後の対応を確認した上で協議を続行する。 

  カ 実績（①実施年月日②委員会名③事由） 

    委員のオンライン出席 

・①令和２年 11 月 17 日②総務常任委員協議会 

・①令和２年 11 月 17 日②健康福祉常任委員協議会 

・①令和２年 11 月 17 日②商工労働常任委員協議会 

・①令和２年 11 月 18 日②教育常任委員協議会 

・①令和２年 11 月 18 日②環境農林水産常任委員協議会 

・①令和２年 11 月 18 日②都市住宅常任委員協議会 

・①令和２年 11 月 18 日②警察常任委員協議会 

・①令和２年 12 月９日、11 日②健康福祉常任委員会③新型コロナウイル

ス感染症の濃厚接触者認定 

・①令和２年 12 月 10 日、14 日②教育常任委員会③妻の出産補助及び兄弟

の育児 

・①令和３年１月８日②2025 年大阪・関西万博推進特別委員会③新型コロ

ナウイルス感染 



・①令和３年６月７日②都市住宅常任委員協議会 

・①令和３年 11 月５日②総務常任委員協議会 

・①令和４年６月６日②健康福祉常任委員協議会、代表者会議 

・①令和４年７月 29 日②議会運営委員会③新型コロナウイルス感染 

・①令和４年 10 月 31 日②商工労働常任委員協議会 

・①令和５年２月 15 日②議会運営委員会③新型コロナウイルス感染症の 

 濃厚接触者認定 

・①令和５年５月 30 日②教育常任委員協議会 

・①令和５年 11 月 22 日②教育常任委員会③体調不良 

※委員協議会はオンライン出席の理由を求めていない。 

参考人のオンライン出席 

・①令和６年 11 月８日②府民文化常任委員会③遠隔地の在住 

 

  ⑫ 電子表決システムの使用状況について 

導入していない。 

 

⑬ オンライン請願・陳情について 

    ア 実施経過 

    （ア）根拠規定の改正動機（背景）、改正概要等 

令和５年４月に地方自治法が改正され、手続きのオンライン化が可能

となったことを背景に、議会ＤＸを推進する観点から、すべての手続き

についてオンライン化が可能となるよう、規定整備を進めてきた。 

    （イ）開始時期 

令和６年４月から 

    （ウ）議会運営上における請願・陳情の取扱いについての変更 

         なし 

    イ 実施手法 

    （ア）利用システム（機器）等 

  電子メール 

    （イ）提出者・紹介議員の本人確認方法等 

・提出者：電子メールの本文中に電話番号及びメールアドレスの記載を

求めており、提出者本人と連絡を取り合うことにより本人確

認を行っている。 

・紹介議員：会派を通じて確認している。 

     ウ 実績 

       陳情については、令和６年度、オンライン提出が４件あった。 

     エ オンライン化に伴う課題等 

       大量の署名簿を提出する方法、本人確認の方法 



  ⑭ 議会手続のデジタル化について 

    ア 根拠規定の改正動機（背景）、改正概要等 

令和５年４月の地方自治法改正により、議会に係る手続のオンライン化が

可能となったことを踏まえ、議会ＤＸを積極的に推進する観点から、府議会

に係る手続のオンライン化が可能にするため。 

    イ デジタル化（オンライン化）の概要 

（ア）対象とした手続及び手法 

   ・議会に係る手続を規定する条例、規則、規程、要綱及び要領を対象と

する。 

・書面等で行うこととなっている申請手続等について、情報システムを

使用した方法でも可能とする。 

・署名・押印が必要となる手続について、電子署名やその他の氏名等を

明らかにする措置により代えることを可能とする。 

・手数料の納付が必要となる手続について、情報システム（クレジット

カード等）を利用した方法を可能とする。 

・手続において添付することとなっている書面について、書面の内容が

情報システムを利用する方法で確認できる場合に、書面の省略を可能

とする。 

（イ）対象としなかった手続とその理由 

手続の性質上、原本・対面による確認、原本の交付、法的な制限等に

よりオンライン化等が不可能なもの、及び各条例において既にオンライ

ン化の規定が定められているものについては、そちらを優先し、条例を

適用しない。 

     ウ 利用状況及び効果等（従来との変化等） 

政務活動費の交付に係る各種手続きについては、デジタル化（オンライン

化）に向けて、システムの実証実験を実施中。令和６年度は議員１７名が実

証実験に参加。令和７年度の実証実験の参加者は現在調整中。 

     エ デジタル化（オンライン化）に伴う課題等 

上記実証実験にて課題等を確認し、導入に向けて検討中。 

 

⑮ タブレット端末を活用した議会運営について 

     未導入 

 

（５） 主な質疑内容等 

（委 員） 採択された請願における処理経過報告及び報告期限について 

（説明者）  本会議において自治体の執行機関から報告を受けている。基本的

には、年４回の定例会のうち、９月及び１１月定例会の分を２月定

例会に、２月及び６月定例会の分を９月定例会で報告を受けるスケ



ジュールだが、そこで報告がない場合、翌定例会以降に報告を受け

ることとなる。また、経過報告の場合は、最終的に結果報告がある

まで報告が続くこととなる。 

（委 員） 議案書等の配布及びホームページへの掲載について 

（説明者）  ホームページには掲載しているが、配布については冊子のページ

数が多く分厚くなることから、委員会室では傍聴時に閲覧できるよ

うにしている。 

（委 員） 関西万博特別委員会をはじめ、特定事業に関しての特別委員会を立

ち上げた際、通常の常任委員会及び特別委員会における報告・議論

等の住み分けの仕方について 

（説明者）  特に住み分けをしておらず、それぞれの常任委員会及び特別委員

会で議論している。例えば万博については、推進特別委員会におい

て、どのように運営し、どういう形で進めていくのかといった観点

から議論されており、常任委員会では、現在万博が進行している中

での課題等について議論されている。 

（委 員） 特別委員会の廃止について 

（説明者）  報告書を以て、最終的に特別委員会の目的を達成したとこととな

り、議運において廃止手続を議決し、廃止している。 

（委 員） 決算審査委員会が設置されていないことについて 

（説明者）  元来、大阪府議会では、予算議案の審査については各常任委員会

に分割付託した上で審査する一方で、決算議案の審査については十

数名の定数で構成された決算特別委員会を設置し審査を行っていた。

短期間に十数名の限られた議員で全ての部局の決算議案の審査をす

る必要があるため非常に負担が大きく、加えて予算審査が分割付託

されているので、決算議案も予算議案と同じように常任委員会に分

割付託し、全議員が審査に関わることで、詳細な決算審査が期待で

きるとの意見が上がり、議論を重ねた結果、令和元年度から決算議

案の審査も常任委員会に分割付託することになった。 

（委 員） 常任委員会における説明・報告等ついて 

（説明者）  委員会は９月及び２月定例会に開催することが多く、基本的には

付託議案や所管部門に関する質疑・質問しか行わない。説明・報告

ということであれば、委員協議会というものが委員会とは別に開催

され（年度当初や決算報告前等）、各事業の全体説明や決算説明をし

ている。 

（委 員） 会議の中継等（字幕・切抜き提供）ついて 

（説明者）  中継しているが字幕には対応していない。また、議員への動画提

供も行っていない。 

（委 員） オンライン委員会について育児や介護等、対象となりそうな議員の



有無及び実績について 

（説明者）  育児についての利用実績はある。介護については今のところ実績

はないが、今後活用する可能性はあると考えている。 

（委 員） オンライン委員会における他者の映り込みについて 

（説明者）  オンライン委員会では委員会室と同じ状況を構築することになっ

ていることから、映り込みしないように各議員で対応することとし

ており、背景を変えることも可能としている。 

（委 員） オンライン委員会における使用機器及び通信障害について 

（説明者）  会議用端末としてのＰＣは貸与しておらず、参加議員は会議用Ｕ

ＲＬを受信し、任意の機器で参加する。また、前日に通信状況の確

認等を行っており、特段これまでに通信障害は生じていない。 

（委 員） 本会議へのオンライン会議の適用について 

（説明者）  総務省通知に基づき本会議においても委員会と同じ要件で、オン

ラインによる一般質問ができるよう会議規則の改正を行ったが、今

のところ事例はない。オンラインで参加する場合、本会議自体は欠

席扱いとなるため、議決を要する議事等、現に議場にいなければな

らない議事以外の、議決を要しない一般質問について環境を整えた。

また、議場の大型モニターには、オンライン質問者を投影できるよ

う整備している。 

（委 員） 議会手続きのデジタル化における対象としなかった手続について 

（説明者）  会議規則、委員会条例、傍聴規則等に定める手続きのうちデジタ

ル化の対象としなかったもの 

⇒原本交付が必要となるもの：傍聴者への傍聴券の交付、プレス

への撮影許可証の交付等 

⇒デジタル化等が適当でない手続（情報通信技術を活用した大阪

府議会の活動の推進に関する条例施行規程の適用除外の条項に

限定列挙）：公印の押印、府議会議員の資産等報告書等の訂正箇 

所への認印の押印等 

（委 員） オンライン請願・陳情の導入にあたっての懸念点（提出数の増加等）

や課題（署名簿の取扱い等）について 

（説明者）  府議会では基本的にペーパーレス化を推進している中での導入で

あったため、前向きに進めていく意向が強かった。大量の署名簿に

ついては、デジタル化することがかえって負担になることから、現

状でも郵送若しくは持参で実施している状況であり、ホームページ

等でもこの点について説明を掲載している。 

 

 

 



４ 視察概要―② 

（１） 視察先  福井県 

 

（２） 視察月日 ７月２９日（火） 

 

（３） 対応者  議会事務議事調査課参事 

 

（４） 調査項目 議会運営全般について               ①～⑩ 

      オンラインによる議会手続及び委員会運営等について ⑪～⑮ 

 

① 議会の構成について 

 ア 条例定数     ３７人（現員３６人） 

イ 会派所属議員数（令和７年４月１日現在） 

自民党福井県議会  ２５人 

民主・みらい     ４人 

ふくいの党       ３人 

越前若狭の会         ３人 

公明党                １人 

 

② 議会の役職等について 

ア 正副議長の選出方法 

本会議において投票による選挙で選出する 

イ 議選監査委員の選出方法 

議会運営委員会において、会派の割り当てを決定し、会派から候補者を推

薦し、推薦された者を監査委員の候補者とすることを決定する。選時は、同

様の手続きを「世話人会」で行う。 

ウ 常任委員会の正副委員長の選出方法 

議会運営委員会において、委員長・副委員長候補者について会派からの推

薦を受け、候補者を決定する。 

 

③ 本会議の質疑・質問等について 

ア 形態及び発言時間、回数制限、質問残時間の把握方法 

（ア）代表質問・質疑 

定例会ごとに、所属議員が４人以上の交渉会派を代表する者２人以内

が各議案に対する質疑および県政全般にわたる質問を行っている。日程

は１日とし、質問時間は原則として３０分に会派の所属議員数に１分を

乗じて得た時間を加えた時間とする。質問方法は、一括質問・一括答弁

方式（一括方式）または分割質問・分割答弁方式（分割方式）の選択制



とし、発言通告書に明記する。分割質問を選択した場合は、分割は２回

までとして同一議員による分割または複数議員による分割のいずれも可

とする。 

（イ）一般質問 

 定例会ごとに、代表質問の翌々日以降において質問日２日間と予備日

１日を設定している。議員の希望制で毎回１８人程度が質問し、通常は

２日間で終了している。 

質問時間は答弁時間を含めて１人４０分。ただし、質問時間は１人２

０分を目途とする。（テレビで中継する場合の放送時間帯は答弁時間を含

めて３０分とし、質問時間は１５分を目途とする）。 

質問の方法は、一括方式または分割方式の選択制とし、発言通告書に

明記する。 

質問残時間は議場内に設置する残時間表示器による時間表示、発言時

間の終了５分前の緑色のランプおよび終了時の赤色ランプで行う。事務

局職員が計測しており、赤ランプが点灯した場合は議長より質問の終了

または簡潔に答弁するよう指示を行う。 

イ 通告方法について  

（ア）代表質問・質疑 

議会運営委員会にて定めており、通常は、開会日の「提出議案説明終

了後速やかに」提出する。発言通告書には、質問方法および答弁を求め

る者等必要な事項を具体的かつ明確に記載する。 

（イ）一般質問 

議会運営委員会にて定めており、通常は、「本会議（代表質問）終了  

後速やかに」提出する。発言通告書には、質問方法および答弁を求める

者等必要な事項を具体的かつ明確に記載する。 

 

④ 討論について 

ア 通告方法について 

討論は、討論者の氏名と要旨、反対賛成の別、所要時間を記した発言通告

書を議長に提出する。それを受け、議会運営委員会において、討論の順序な

どについて決定する。 

イ 全会派が賛成または反対している案件についての討論の可否 

各会派において異議のない議員発議案は、質疑、討論を省略するのを例と

している。 

 

⑤ 議会運営委員会について 

ア 定  数  ９人（自民党福井県議会７人、民主・みらい２人） 

イ 任  期  １年 



ウ 設置根拠  福井県議会委員会条例 

エ 選出方法  （委員）交渉会派（所属議員数４人以上の会派）に所属する

議員の中から議員を指名することが議会運営要綱に規定

されており、会派の所属人数に応じて会派に人数を割り

当てる。 

（委員長）正副委員長は、基本的には議長・副議長選出会派

から選出されている。 

オ 開催時期  定例会においては、開会日、代表質問日、閉会日に開催して

おり、そのほか、必要に応じて開催している 

カ 協議事項  本会議の運営（質問の順序・付託議案の取扱い・議席等） 

全員協議会の運営（議題・座席等） 

会期日程案 

キ 協議事項の決定方法 

委員会における採決の方法は、簡易採決または挙手採決によ

るのを例とする。 

ク 請願・陳情の付託、審査状況（今期での付託件数及び件名） 

          ①請願 なし 

          ②陳情 なし 

 

⑥ 予算審査（特別委員会）について 

ア 設置時期  改選ごとに、改選後の臨時会において議長を除く全議員構成

で予算決算特別委員会を設置している。 

イ 正副委員長選出方法   

毎年、５月の臨時会において、正副委員長の辞任願を許可し

た後、議長が会議に諮って正副委員長を指名する。正副委員

長は、基本的には最大会派から選出されている。 

ウ 審査方法 

  （ア）審査方法 

予算議案に加えて、県財政の運営上および県政上の重要な案件を審査

対象として、毎定例会開催している。委員会には、各常任委員会に対応

する分科会を置き、まず、分科会が予算議案を審査する。その結果を委

員会に報告した後、委員会の総括審査を行う。総括審査の終了後、予算

議案の採決を行う。 

（イ）発言時間 

会派均等割および会派議員数割により算定し、理事会（正副委員長、

委員長が指名する４人の理事で構成）において調整した上で各会派に割

り当てており、合計時間は、総括審査の日数が１日の場合は３４０分、

２日の場合は６００分を上限としている。各会派は、割り当てられた時



間の範囲内で、自ら発言者と発言時間を決定している。 

（ウ）質疑方法 

一問一答方式 

（エ）委員長報告 

毎定例会の閉会日に委員長報告を行っている。また、福井県議会会議

規則第４６条の規定に基づき、毎定例会の閉会日に中間報告を行ってい

る。 

 

⑦ 決算審査（特別委員会）について 

ア 設置時期  予算審査に加えて、決算審査も審査対象とする予算決算特別

委員会を設置している。 

設置時期は予算審査と同様 

イ 正副委員長選出方法   

予算審査と同様 

ウ 審査方法 

  （ア）審査方法 

まず、委員会の総括審査を行い、県の担当部局および監査委員から説

明を受けた後、委員による質疑を行う。その翌日から、分科会の部局別

審査を２日間にわたって行う。全部局の審査終了から約２週間後に、分

科会を改めて開催し、指摘・要望事項を決定する。その約１週間後に、

委員会の総括審査を開催し、分科会からの報告をもとに指摘・要望事項

の決定と議案の採決を行う。 

（イ）発言時間 

発言時間の制限はなく、委員は自由に発言できる。 

（ウ）質疑方法 

一問一答方式 

 

⑧ その他の特別委員会について 

ア 設置委員会 

予算決算特別委員会を除く特別委員会の設置にあたっては、名称・定数・

付議事件を議会運営委員会に諮り、本会議で議長発議により特別委員会の設

置と委員の選任を議題とする。 

令和元年以降に設置された予算決算特別委員会を除く特別委員会は「福井

県長期ビジョンに関する特別委員会」のみ（Ｒ元.９.９設置、Ｒ２.７.１０

解散）である。 

イ 正副委員長の選出方法 

最大会派から選出されている。 

ウ 審査方法 



  委員会は、付議事件の終了まで継続し、議会の閉会中も審査を行うこととして

いる議案、請願を付託した事例もある。特別委員会については、その審査状況に

ついて毎定例会、文書により中間報告を行うのを例とする。審議内容を提言にま

とめ、議会に報告するとともに、理事者に提出した事例もある。 

 

⑨ 常任委員会について 

  ア 常任委員会数（現員）【定数】 

（ア）総務教育常任委員会（９人）【１０人】 

（イ）厚 生 常 任 委 員 会（９人）【９人】 

（ウ）産 業 常 任 委 員 会（９人）【９人】 

（エ）土木警察常任委員会（８人）【９人】 

イ 令和６年度開催日数（閉会中の開催日数） 

（ア）総務教育常任委員会  ８日（０日） 

（イ）厚 生 常 任 委 員 会  ６日（０日） 

（ウ）産 業 常 任 委 員 会  ５日（０日） 

（エ）土木警察常任委員会 １２日（４日） 

ウ 閉会中の継続審査及び調査について（本会議での議決内容） 

     「閉会中の継続審査事件の申出一覧表」にて６月定例会の本会議最終日に

議決する（所管事務の調査全般）。 

また、申出期間は「翌年度６月定例会まで」としている（任期の最終年度

は、申出期間は「委員の任期中」としている）。 

  エ 請願・陳情の審査について 

  （ア）請願の審査における紹介議員の趣旨説明 

会議規則では委員会が審査のため必要と認めるときに、紹介議員に説

明を求めることができるとの規定あり（当該議員が常任委員会に出席し

た事例は数十年前に１件あるのみ） 

（イ）請願・陳情の審査に当たっての提出者の意見陳述実施及びその方法 

意見陳述の機会は設けていない。 

  オ 傍聴者への資料提供について 

平成１９年６月定例会より傍聴者に対し委員会資料を配付している。 

  

⑩ 請願・陳情について 

  ア 令和６年の受理件数 

    請願６件 陳情５４件 

イ 令和６年の処理状況（６年受理分） 

    請願（採択４件、不採択２件） 

    陳情（議会の議決、委員会への付託は行っていない） 

ウ 請願と陳情の取扱いの差異 



請願は委員会に付託して審査しているが、陳情はその写しを議員に配付す

るのみ。なお、請願の結論については、審査を終了した場合、「審査報告書」

を委員長から議長に提出し、その写しを本会議資料として各議員に配付し、

委員長は審査経過および結果を口頭で報告している。 

エ 付託の時期 

開会中、閉会中を問わず受理しているが、定例会開会日の午後５時までに

受理した請願と陳情は開催中の定例会で、それ以降に受理した請願と陳情は

次の定例会で審査または議員に配布する。 

付託委員会は、議長が判断し決定し、請願文書表により、一般質問２日目

に議決により行っている。 

特別委員会に付託する場合も、常任委員会に付託する場合と同様の手続と

している。 

オ 審査方法 

請願：請願は、基本的に議会開会中に審査を行っている。また、審査に当

たっては、委員会として現場視察を実施していない。 

なお、請願文書表に加えて、請願に対する現状や県の考え方をまと

めた資料を議員に事前配布しているため、委員会での審査において、

書記による朗読や理事者からの説明を経ることなく、直ちに質疑、

討論、採決を行う。 

委員会において採択または不採択を決定し、審査報告書の提出を行

い、本会議において口頭による委員長報告を行い、採決を行う。 

陳情：議決は行っていない。 

カ 分割付託 

（ア）規定 

      福井県議会会議規則第９２条第３項で、「請願の内容が２以上の委員会

の所管に属する場合は、２以上の請願が提出されたものとみなし、それ

ぞれの委員会に付託する。」と規定している。 

    （イ）分割付託 

      請願の内容が２以上の委員会に属する場合、２以上の請願が提出され

たものとみなし、それぞれの委員会に分割付託している。請願が複数項

目ある場合は、項目ごとに分割付託している。 

（ウ）採決 

      それぞれ別の請願として委員会で審議し、本会議でも別々に採決を行

っている。 

（エ）陳情の分割付託 

      委員会に付託していない。 

キ 個人情報の取扱い 

令和５年４月に「福井県議会の保有する個人情報の保護に関する条例」が



施行したことに伴い、請願書および陳情書を受理するに当たり、提出者に対

して個人情報の公表について了承いただいている。その方法として、ホーム

ページ上で「個人情報が原則として公開される」ことを明記するとともに、

直接持参の場合は口頭で説明し、電子申請の場合は申請フォームに「個人情

報の公開を了承するか」との設問を設定している。 

具体的には、請願書の個人情報（氏名）は請願文書表に記載し、議員、県

の担当部局、報道機関、委員会傍聴者に資料として配付しているほか、請願

文書表をそのまま会議録の資料として議会図書館等で公開するとともに、イ

ンターネット（会議録検索）でも同じく公開している。 

なお、陳情書については、その写しを提出者の住所と氏名が記載されたま

ま議員に配付していることを除き、公開していない。 

 

⑪ オンライン委員会の運用について 

  ア 根拠規定等（条例・規則・要綱等） 

    ○福井県議会委員会条例第 12 条の 2（委員会開催の特例） 

○福井県議会オンライン委員会運営要綱   

イ 運用決定（変更）の協議体 

    ○議会改革検討会議 

○ＩＣＴ化推進ワーキンググループ（ＷＧ） 

 具体的な内容についてはＷＧで協議し、協議がまとまったものは議会改

革検討会議に諮って確認が行われた。 

  ウ 運用 

  （ア）開始（改正）時期 

令和４年９月から運用開始 

（イ）要件 

委員長が、重大な感染症のまん延防止の観点から、または大規模な災

害の発生もしくは育児、介護その他やむを得ない理由により、委員が委

員会の招集場所へ参集することが困難であると認める場合 

  （ウ）実施対象会議 

・議会運営委員会（委員会条例に基づき実施） 

・常任委員会（委員会条例に基づき実施） 

・特別委員会（委員会条例に基づき実施） 

・協議等の場（招集者の判断で実施）  

 （エ）利用方法（申請・承認） 

      委員は、委員会開催日の２日前午後１時までに、委員長に対して「オ

ンライン委員会開催の要求書」を提出する。委員長は、委員が委員会の

招集場所へ参集することが困難であると認めるときは、オンライン委員

会を開催する。 



この場合において、委員は、委員会開催日の前日午後１時までに、委

員長に対して「オンライン委員会の出席申請書」を提出する。委員長は、

申請書の内容を吟味した上で、オンラインによる出席の可否を判断する。   

（オ）正副委員長の利用・権限等 

正副委員長は、原則、どちらか一方がオンライン出席する場合、また

は委員会を欠席する場合は、他の一方はオンライン出席できない。委員

長の議事整理権・秩序保持権はオンライン出席委員にも及ぶ。委員長が

オンライン出席した場合、オンラインによる方法で委員長の職務を行う。  

なお、委員会条例に基づいた発言の禁止または退場の措置は、現時点

でそのような事態が発生していないが、音声の送受信の停止または通信

回線の遮断をもって行うことになると考えられる。 

  エ 主な使用機器・アプリケーション等 

・ＷＥＢカメラ 

・既存のマイクシステムとＰＣ 

・大型モニター、モバイルモニター（正副委員長、書記用） 

・ビデオキャプチャー等（カメラ映像の合成） 

・ＭＳ３６５ライセンス 

オ 障害が生じた際の対応 

  会議中に通信の不具合が発生した場合は、事務局から議員に連絡し、状況

を確認した上で、なお復旧できない場合は、それ以降オンラインでの出席は

できない。委員長が表決を宣言した後に通信の不具合が発生した場合は、表

決に参加できない。   

カ 実績（①実施年月日②委員会名③事由） 

    ①令和４年 11 月 17 日②予算決算特別委員会③同居家族が新型コロナ感染

症陽性者となり、自宅待機となったため 

 

⑫ 電子表決システムの使用状況について 

導入していない。 

 

⑬ オンライン請願・陳情について 

  ア 実施経過 

  （ア）根拠規定の改正動機（背景）、改正概要等 

議会に係る手続のオンライン化などを内容とする地方自治法の一部 

改正に合わせて、会議規則を改正した。なお、改正内容は全国議長会が

定める会議規則の標準例のとおりとしている。 

 （イ）開始時期 

令和６年４月から 

  （ウ）議会運営上における請願・陳情の取扱いについての変更 



      以前は、陳情のうち提出者が要望として提出したものやメールによっ

て提出されたものは「要望」として取り扱っていたが、オンライン化に

伴いメール等での提出が可能となることから、提出方法による異なる扱

いを廃止し、「要望」についても陳情として取り扱うことにした。    

イ 実施手法 

  （ア）利用システム（機器）等 

      福井県電子申請システム 

  （イ）提出者・紹介議員の本人確認方法等 

提出者の本人確認は行っていない。 

請願の紹介意思は議員に直接確認している。 

     ウ 実績（従来との変化） 

令和５年度 請願３件 

陳情３９件、要望１２件 

 ↓ オンライン方式の導入 

令和６年度 請願６件（うち電子申請 0 件、メール 1 件） 

陳情５４件（うち電子申請６件、メール９件） 

     エ オンライン化に伴う課題等 

  （ア）議員・執行部対応 

オンライン化による影響はないため、課題はない。 

  （イ）市民対応 

令和６年度のオンライン提出件数は一定数あるが、県民からの問い合

わせがなく、現時点で課題はない。 

  （ウ）設備面 

オンライン化に設備（ハード）は必要としないため、課題はない。 

   

⑭ 議会手続のデジタル化について 

  ア 根拠規定の改正動機（背景）、改正概要等 

地方自治法および標準会議規則等が改正されたことに伴い、令和６年４月

１日を施行日として関係規定の整備を行った 

  イ デジタル化（オンライン化）の概要 

（ア）対象とした手続及び手法 

     標準会議規則に定める、本会議でのオンラインでの質問、委員会全員

のオンライン出席に関すること以外はすべてオンライン化している 

（イ）対象としなかった手続とその理由 

本会議でのオンラインでの質問は、質問のみをオンラインの方法で認

めることは議決機関として慎重を期すべきであるため、委員会全員のオ

ンライン出席は本県では想定していないため対象としなかった。 

  ウ 傍聴申込のオンライン化 



  （ア）手法及び会議運用上の制限等 

      県の電子申請システムを使用して、委員会の傍聴申込のみオンライン

化している。会議運用上の制限は特にない。 

  （イ）課題等 

      特になし 

エ 利用状況及び効果等（従来との変化等） 

委員会傍聴の申出人数 

令和５年度：231 

 ↓ オンライン方式の導入(Ｒ６～) 

令和６年度：296（うち電子申請 68 件） 

  オ デジタル化（オンライン化）に伴う課題等 

特になし 

 

⑮ タブレット端末を活用した議会運営について 

     ア 契約概要 

（ア）導入時期 

         令和４年９月 

（イ）端末の仕様 

    ｉＰａｄ Ｐｒｏ第５世代（１２．９インチ） 

（ウ）導入台数 

    ９６台（議員用３７台、事務局用９台、理事者用５０台） 

（エ）専用のアプリケーション 

    ｍｏｒｅＮＯＴＥ 

（オ）通信方法 

ソフトバンクの通信回線を利用（１台当たり月５０ＧＢ上限） 

※議事堂内はｗｉ－ｆｉが整備されているため、ｗｉ－ｆｉを利用 

（カ）運用費用（年間） 

５，０５３千円 

（タブレット リース料 ５８１千円） 

（通信サービス利用料金 ４，１２４千円） 

（保守料金 ３４８千円） 

イ 端末の具体的な活用方法 

（ア）対象会議 

    本会議、常任委員会、議会運営委員会、予算決算特別委員会、協議等

の場 

（イ）使用方法 

（会議等） 

    対象会議におけるペーパーレス会議システム（専用のアプリケーショ



ンを使って、会議資料をタブレットの画面上で閲覧・共有できるシステ

ム）を通じた資料閲覧 

（会議等以外） 

    福井県議会タブレット端末管理要領にて、議会の役割および議会の責

務を果たすために必要な次に掲げる活動に限り、使用できることにして

おり、この活動において使用するものに限り、アプリケーションも利用

できる。 

・県政の重要事項に関する県の意思を決定するための審議、審査等 

・執行機関の事務の執行についての監視および評価 

・県政の課題に関する政策立案および提言 

・県政の課題に関する情報収集、調査および研究 

・県民の多様な意見の聴取ならびに県民への情報の公開および提供 

・その他、議長が必要と認める活動 

  （ウ）連絡用としての利用の有無（チャット・メール等） 

      有（チャット、メール） 

ウ その他の活用上の主なルール・制限等 

  ・庁舎内外を問わず使用可 

・本会議は、調査または審査に資するための資料の閲覧、電子ペンによる

メモのみ可能。 

・委員会、協議等の場は、調査または審査に資するための資料の閲覧およ

び検索、ワープロ、電子ペンによるメモのみ可能。 

・本会議、委員会、協議等の場においては、通話、ブログ等の発信、撮影

の機能は使用できない。 

・使用する際は、審議の妨げにならないよう節度を持って使用する。 

 

（５） 主な質疑内容等  

    （委 員） タブレットの導入に伴う紙資料の配布状況について 

（説明者）  令和３年度から段階的に進めてきたペーパーレスが、令和５年度

より本格実施されたことから、紙資料は配布していない。デジタル

への移行は当初懸念されていたが、比較的スムーズに移行された。 

（委 員） タブレット通信におけるセキュリティ対策について 

（説明者）   通信業者（ソフトバンク）との契約の中で、危険な情報へのアク

セスを制限する仕様となっているが、外部からの脅威については対

応していない状況である。 

（委 員） タブレットにおけるチャット及びメール機能について 

（説明者）   タブレットにＴｅａｍｓとＯｕｔｌｏｏｋの機能が備わっており、

一斉に周知が必要な情報生じた際は、Ｔｅａｍｓを活用した周知を

行っている。加えて、理事者側からも様々な情報をＯｕｔｌｏｏｋ



によりお知らせしており、議会事務局含め、職員側からの連絡ツー

ルとしてよく使われている。  

（委 員） 災害時の緊急連絡について 

（説明者）   安否確認の連絡で、タブレットを活用しており、議員から応答い

ただく運用としている。 

（委 員） オンライン委員会の機能面に係るテスト状況について 

（説明者）   テスト自体は行っていない。なお、実際過去に実施されたオンラ

イン委員会では決算議案の採決を行った実績があり、委員会におけ

る採決が可能である。 

（委 員） 一般質問へのオンライン会議適用に係る検討状況について 

（説明者）  現時点では検討していない。 

（委 員） 委員会傍聴のオンライン受付について 

（説明者）  委員会の傍聴については定数があるため、受付は３日前までとし、

定数を超過した際は抽選を行い、当選者に連絡をしている。事前に

定数に満たず空きがある場合に限り、ホームページ上等で御案内し、

委員会当日の朝も受付をしている。 

（委 員） 委員会傍聴のオンライン受付における抽選状況について 

（説明者）  ほぼ、毎回抽選している状況であるが、オンライン化による申込

者の増加が要因ではない。毎回、一定程度の申込者がいることに加

え、様々な団体からも申込があるため抽選となっている。 

（委 員） オンライン請願・陳情の受付状況及び提出者について 

（説明者）  オンライン化したことによる件数の増減は特段生じていないと認

識している。オンラインでの提出が可能な一方で、直接願意を伝え

たいとの思いが強い方は、持参を重視する傾向にあると推察する。

また、所管部局に対しても同内容の要望を持ち込む提出者もおり、

併せて議会にも請願・陳情を提出することもある。 

なお、オンライン提出者の中には、これまで請願・陳情を提出し

たことがない方、議会に来たことがない方、また、傍聴したことが

ない方もいた。 

（委 員） オンライン請願・陳情において不備等があった場合及び署名簿の対

応について 

（説明者）  不備等については、形式的な要件に問題があった場合は電話連絡

により調整する。また、署名簿が添付された請願の提出は実績がな

い。 

（委 員） 手話通訳について 

（説明者）  本会議の代表質問日及び一般質問日に手話通訳を配置している。

委員会については、予算決算特別委員会のみ中継しており、常任委

員会では行っていないため、手話通訳を配置していない。 



       なお、本会議における手話通訳者の委託料は、１定例会あたり約

２０万円である。 

（委 員） 音声コードアプリの使用開始における有効性について 

（説明者）  現時点では、障害者団体等から特段の意見は寄せられていない。 

（委 員） 議運における協議事項の決定方法について 

（説明者）  全会一致が望ましいが、他の委員会同様に採決（多数決）してい

る。しかしながら、議運の性質から、事前に意見の確認をしており、

各会派の意向が明確となることから、それに基づいた議事運営を行

っている状況である。また、自民党が大多数を占めているため、自

民党会派の意向を踏まえ決定していくが、少数会派の意見を排除す

ることなく、少数意見に十分配慮した議事運営を行っている。 

（委 員） 請願と陳情の取扱いの差異について 

（説明者）  陳情については、平成２８年までは請願と同じ取扱いをしていた

が、議員による紹介の有無により取扱いに一定の差異を設けるべき

との考えから、陳情は委員会に付託しないこととなった。 

       また、陳情には個人的な内容のものが含まれている場合や、内容

及び性質が様々であったことも、請願との取扱いに差異を設けた理

由であった。 

（委 員） 請願と陳情の取扱いに差異を設けた際の状況について 

（説明者）  当時も自民党会派が大多数を占める状況であったことは今と変わ

らないが、当時は共産党会派もあり、県民からの意見の取扱いに差

異を設けることに対して反対する意見もあった。 

 


